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第14回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第14回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「株式について」「株主総会」
を順に選択いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「エコナビスタ」又は「コ
ード」に当社証券コード「5585」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選
択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら株主総会参考書類をご検討の上、2024年1月29日（月曜日）午後6時までに議決権行
使書を返送（必着）してくださいますようお願い申しあげます。

株主総会終了後に「サービス説明会」の開催を予定しております。ぜひご参加ください。

敬　具
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１．日 時 2024年１月30日（火曜日）午前10時（受付開始時間 9：30）
２．場 所 東京都千代田区紀尾井町４番１号

ホテルニューオータニ　ザ・メイン　16階　LAPIS　L
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第14期（2022年11月１日から2023年10月31日まで）事業報告及び計算書類

報告の件
決 議 事 項
議　案 取締役１名選任の件

 

記

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(1) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表

示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
(2) 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株

主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますので
ご了承ください。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その
旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいたし
ますが、当該書面は、法令に基づき、次に掲げる事項を除いております。

計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
したがいまして、当該書面に記載している事業報告及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告
を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。
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(2022年11月 1 日から
2023年10月31日まで)
事　 業　 報　 告

１. 会社の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当事業年度におけるわが国経済は、経済活動の正常化を背景に内需を中心に緩やかな持ち直
しがみられます。新型コロナウイルス感染症の位置付けも見直され、経済が自律的に循環する
環境が整ってきております。一方で世界的な物価上昇とそれを受けた急速な金融引締めが続い
ており、金融資本市場を中心に先行きは依然不透明な状況にあります。
　当社の事業環境におきましては、超高齢社会がますます進み、2040年には65歳以上の人口
が3,920万人に達する見込みであり、その割合は総人口の35.3％に上ります。2065年には現
役世代1.3人で１人の65歳以上の者を支える社会の到来が予測されており、介護の担い手不足
が深刻化すると予想されております。一方で国の施策としては、内閣官房の『成長戦略フォロ
ーアップ』において医療・介護現場関連のICT、DX（注1）も重要分野における取り組みの１
つとされているほか、厚生労働省は、経済産業省とともに「ロボット技術の介護利用における
重点分野」を６分野13項目と定め、その開発・導入を支援しております。
　このような背景の中、介護現場の業務効率化に資するBtoB向けサービス「ライフリズムナ
ビ＋Dr.」は介護人材不足に対する重要な打ち手として捉えられており、各種補助金の対象と
なっております。また業界のICTリテラシーに関する課題については、当社では早い段階でカ
スタマーサクセスチームを立ち上げており施設内のネットワーク環境の新規導入相談、ライフ
リズムナビ導入直後の稼働時、継続利用時、そして科学的介護システム（LIFE）の活用ができ
るようになるまで手厚い伴走型サポートを行っており、お客さまから大変ご好評をいただいて
おります。これらの取り組みによりライフリズムナビを導入いただいたお客さまに関する
Churn Rate（注2）はほぼ０％を維持できており、ライフリズムナビの導入施設数に応じた売
上の増大だけでなく、１物件導入いただいた法人さまのグループ施設に対する追加導入件数も
また拡大を続けております。
　以上の結果、当事業年度の売上高は1,086,242千円（前事業年度比21.5％増）、営業利益
は385,186千円（同27.1％増）、経常利益は372,501千円（同22.4％増）、当期純利益は
273,121千円（同38.0％増）となりました。
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　なお、当社株式は2023年７月26日に東京証券取引所グロース市場に上場いたしました。
　上場を果たすことができたことは、ステークホルダーの皆さまのご支援の賜物です。心から
御礼申し上げますとともに、上場会社として相応しい体制整備を行い、更なる事業の成長を通
して、ステークホルダーの皆さまのご期待に応えられるような企業となることを目指します。

（注1）DX（ディーエックス）とは、「Digital Transformation（デジタルトランスフォーメー
ション）」の略称で、デジタル技術によって、ビジネスや社会、生活の形・スタイルを変
える（Transformする）ことであります。当社においては介護現場にシステムを導入する
だけでなく、日常業務に無くてはならないものとして業務フローに落とし込み、オペレー
ションそのものを変革させるサービスを提供しております。

（注2）Churn rate（チャーンレート）とは、解約率のことを言います。当社では収益を基準に
算出するレベニューチャーンレートを採用しており、（月次の解約分の月額費総額÷月初
時点における月額費収入合計）×100で算出しております。

　当社は単一セグメント事業であるためセグメント情報は記載しておりませんが、個別事業ご
との売上高は以下となります。
　ライフリズムナビ事業におきましては、センサー機器の販売とストックビジネスからなり、
新規顧客の獲得とその後の既存顧客グループへの水平展開の増加に加え、Churn Rate ほぼ
0%を維持したストック売上を継続した結果、ライフリズムナビ事業全体の売上高は979,186
千円（前事業年度比180,044千円増、22.5%増）、うちストックの売上高は116,650千円
（前事業年度比57,223千円増、96.3%増）となりました。
　受託研究開発事業におきましては、一過性の受託案件が増加したため、売上高は107,056
千円（前事業年度比12,518千円増、13.2%増）となりました。
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② 設備投資の状況
　　特記すべき事項はありません。

③ 資金調達の状況
　2023年７月26日付で株式会社東京証券取引所グロース市場へ株式上場し、2023年７月25
日を払込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による増資により
1,000,000株、2023年8月23日を払込期日とする有償第三者割当（オーバーアロットメント
による売出しに関連した第三者割当）による増資により315,000株の新株式を発行し、それ
ぞれ1,196,000千円及び376,740千円を調達しました。
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区 分 第 11 期
(2020年10月期)

第 12 期
(2021年10月期)

第 13 期
(2022年10月期)

第 14 期
(当事業年度)

(2023年10月期)

売 上 高 (千円) 309,013 535,737 893,680 1,086,242

経 常 利 益 (千円) 31,301 134,085 304,357 372,501

当 期 純 利 益 (千円) 31,916 125,571 197,881 273,121

１株当たり当期純利益 (円) 83.66 29.28 42.75 53.46

総 資 産 (千円) 274,531 711,604 1,151,019 3,066,829

純 資 産 (千円) 228,808 628,566 1,015,247 2,883,484

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）当社は、2023年４月29日付で、普通株式１株につき普通株式10株の割合で株式分割を行っ
ております。第12期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算
定しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
該当事項はありません。

③ 重要な企業結合等の状況
該当事項はありません。
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(4) 対処すべき課題
　当社は、経営理念「今と未来を見える化し次世代の安心を創造する」に基づき、介護、医療の
枠を超えた様々な社会課題の解決に継続的に貢献する企業でありたいと考えております。

その実現のため当社は、「高齢者施設を対象としたライフリズムナビ+Dr.シェア拡大」「介護
市場（施設、居宅、地域包括ケア）の面的展開」「マネジメント人材採用、組織体制強化」を推
進することで、他社と差別化を図りながらスピード重視で市場シェアを確保することを目指して
まいります。

当社事業の更なる成長のために、対処すべき課題は以下のとおり認識しております。

１．優秀な人材の採用と育成
当社の持続的な成長のためには、様々な事業領域で経験を積んだ優秀な人材を多数採用し、開

発体制、カスタマーサクセス体制、その他営業、管理体制等を整備していくことが重要であると
捉えております。その中でも特に、ライフリズムナビ事業における顧客価値最大化のために、顧
客ニーズを的確に吸い上げ、ソリューション化しお届けする、カスタマーサクセスと開発エンジ
ニアの人員強化に努めてまいります。当社の企業理念や事業内容に共感し、高い意欲を持った優
秀な人材を採用していくために、積極的な採用活動を進めるとともに、高い意欲を持って働ける
環境や仕組みの構築に取り組んでまいります。

2．情報管理体制の強化
当社はサービス提供やシステム運用の過程において、睡眠データ等の情報や個人情報を取り扱

う可能性があり、その情報管理を強化していくことが重要であると考えております。現在、情報
管理規程等に基づき管理を徹底しておりますが、今後も社内教育・研修実施やシステム整備など
を継続して行ってまいります。

３．内部管理体制の強化
 当社はライフリズムナビ事業における成長段階にあり、事業の拡大・成長に応じた内部管理体制
の強化が重要な課題であると認識しております。経営の公正性・透明性を確保すべく、コーポレ
ート・ガバナンスを強化し、適切な内部統制システムの構築を図ってまいります。

４．ライフリズムナビ事業拡大の戦略
現在ライフリズムナビ+Dr.はBtoBの介護施設向けサービスとして提供しており、ライフリズム

ナビ+HOMEはBtoCの一般のご家庭向けサービスとして展開しております。当社のライフリズ
ムナビ事業で培った技術やノウハウは、新たな価値創出の源泉であり、介護に関わる各企業や福
祉法人、自治体などのパートナーと互恵関係を築きながら機能的な連携を実現してまいります。
パートナーとの共創を進め、施設介護と同等以上に大きな市場であるBtoBtoCの在宅介護領域、
さらには医療サポートも含めた巨大な地域包括ケアシステム市場を牽引する企業を目指してまい
ります。
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５．社会課題の解決とSDGsの取り組み
当社は「今と未来を見える化し次世代の安心を創造する」という経営理念に基づき事業を推進

しており、社会課題解決が、結果としてSDGs(持続可能な開発目標)に掲げられる各目標達成に
繋がっていくと認識しております。現状においては「３.すべての人に健康と福祉を」、「９.産
業と技術革新の基盤をつくろう」、「11.住み続けられるまちづくりを」、「17.パートナーシッ
プで目標を達成しよう」等が当社の事業展開と密接に同期しております。まずは介護業界から、
そして今後も、これらのテーマにおけるより大きな社会的インパクトの創出に努めるほか、事業
拡大を図る中で、多種多様な産業へと顧客層を拡大すると同時により広範な社会課題の解決を志
向し、その他のSDGsの目標達成にも繋がるよう、具体的なアクションや成果を生み出すことを
目指してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

事 業 区 分 事 業 内 容

ライフリズムナビ事業
クラウド上の睡眠ビッグデータを解析することで生まれた『AIアル
ゴリズム』を活用した見守りシステムサービスの提供及び新規受託
研究開発

(5) 主要な事業内容（2023年10月31日現在）
当社は、介護分野における見守りサービスを目的とする事業を行っております。
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本 社 東京都千代田区

事 務 所 千葉事務所：千葉県千葉市美浜区、大阪事務所：大阪府大阪市北区

(6) 主要な営業所（2023年10月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年）
35名 ６名増 38.7 2.9

(7) 使用人の状況（2023年10月31日現在）

（注）使用人数は就業人員（パート及び当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）で
あります。

(8) 主要な借入先の状況（2023年10月31日現在）
該当事項はありません。

(9) その他会社の現況に関する重要な事項
　当社株式は、2023年７月26日に株式会社東京証券取引所グロース市場に上場いたしました。
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(1) 発行可能株式総数 19,100,000株
(2) 発行済株式の総数 6,389,980株

(3) 株主数 2,959名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 コ コ ア ア セ ッ ト 2,053,250　株 32.13％

ヒ ュ ー リ ッ ク 株 式 会 社 672,750 10.53

東 京 瓦 斯 株 式 会 社 622,750 9.75

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 379,900 5.95

エ ム ス リ ー 株 式 会 社 230,700 3.61

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 171,600 2.69

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 165,100 2.58

渡 邉 君 人 160,000 2.50

ソ ニ ー グ ル ー プ 株 式 会 社 138,880 2.17

グ ロ ー リ ー 株 式 会 社 100,000 1.56

中 元 秀 一 100,000 1.56

２. 株式の状況（2023年10月31日現在）

（注）2023年７月26日付で株式会社東京証券取引所グロース市場へ株式上場し、2023年７月
25日を払込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による増資
により1,000,000株、2023年8月23日を払込期日とする有償第三者割当（オーバーアロ
ットメントによる売出しに関連した第三者割当）による増資により315,000株の新株式を
発行しております。

(4) 大株主

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
該当事項はありません。
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第 １ 回 新 株 予 約 権 第 ２ 回 新 株 予 約 権
発 行 決 議 日 2013年12月26日 2017年８月２日

付与対象者の区分及び人数
（ 名 ） 　当社取締役　２ 　当社取締役　３

新 株 予 約 権 の 数 657個　 60,660個　
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 6,570株
（新株予約権１個につき 10株）　

普通株式 606,600株
（新株予約権１個につき 10株）　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは
要しない

新株予約権と引換えに払い込みは
要しない

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 750円
（１株当たり 75円）　

新株予約権１個当たり 750円
（１株当たり 75円）　

権 利 行 使 期 間 2015年12月27日から
2023年12月26日まで

2019年８月３日から
2027年８月２日まで

行 使 の 条 件 （注） （注）

第 ３ 回 新 株 予 約 権 第 ４ 回 新 株 予 約 権
発 行 決 議 日 2020年９月４日 2021年９月17日

付与対象者の区分及び人数
（ 名 ） 　当社取締役　３ 　当社取締役　１

新 株 予 約 権 の 数 13,950個　 1,420個　
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 139,500株
（新株予約権１個につき 10株）　

普通株式 14,200株
（新株予約権１個につき 10株）　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは
要しない

新株予約権と引換えに払い込みは
要しない

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 3,500円
（１株当たり 350円）　

新株予約権１個当たり 3,665円
（１株当たり 367円）　

権 利 行 使 期 間 2022年９月５日から
2030年９月４日まで

2023年９月18日から
2031年９月17日まで

行 使 の 条 件 （注） （注）

３. 新株予約権等の状況
(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況
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第 ５ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2022年８月17日

付与対象者の区分及び人数
（ 名 ） 　当社取締役　１

新 株 予 約 権 の 数 2,000個　
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 20,000株
（新株予約権１個につき 10株）　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは
要しない

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 9,440円
（１株当たり 944円）　

権 利 行 使 期 間 2024年８月18日から
2032年８月17日まで

行 使 の 条 件 （注）
（注）本新株予約権の行使の条件等
(1)　行使条件
① 本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について新株予約権

の要項第7項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた
本新株予約権の行使は認められないものとする。但し、会社が特に行使を認めた場合は
この限りでない。

② 権利者は、会社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場（以下「株式公開」とい
う。）がなされるまでの期間は、本新株予約権を行使することはできないものとする。
但し、会社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 本新株予約権の行使は1新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認
められないものとする。

④ 権利者が1個又は複数の本新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対
して交付される株式数は整数でなければならず、1株未満の部分についてはこれを切り捨
て、株式は割り当てられないものとする。かかる端数の切り捨てについて金銭による調
整は行わない。

(2)　相続
本新株予約権の行使は、権利者が生存していることを条件とし、権利者が死亡した場合、本新
株予約権は相続されず、本新株予約権は行使できなくなるものとする。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　　該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 渡 邉 君 人 －

取 締 役 会 長 梶 本 修 身 株式会社総医研ホールディングス　取締役
東京疲労・睡眠クリニック　院長

取 締 役 C F O 野 村 和 弘 管理部管掌役員

取 締 役 C T O 安 田 輝 訓 開発部・CS部管掌役員

取 締 役 杉 嵜 将 茂 営業部長

取 締 役 川 又 大 祐 経営企画室長

取 締 役 奥 野 素 平 ヒューリック株式会社　シニアビジネス開発部長

取 締 役 土 井 一 真 クレジオ・パートナーズ株式会社　取締役
accord and go株式会社　取締役

常 勤 監 査 役 中 元 秀 一 －
監 査 役 須 田 雅 秋 須田公認会計士事務所　所長

監 査 役 佐 藤 弘 康
法律事務所Comm&Path　パートナー
メドピア株式会社　社外監査役
エール少額短期保険株式会社　社外取締役
株式会社Emprism　代表取締役

４. 会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（2023年10月31日現在）

（注）1. 取締役奥野素平氏及び取締役土井一真氏は、社外取締役であります。
2. 監査役須田雅秋氏及び監査役佐藤弘康氏は、社外監査役であります。
3. 2023年１月30日開催の第13回定時株主総会において、土井一真氏が取締役に選任され、就任いた

しました。
4. 取締役の任期については、2023年４月13日開催の臨時株主総会終結の時から2024年10月期に係る

定時株主総会終結の時までであります。
5. 監査役の任期については、2023年４月13日開催の臨時株主総会終結の時から2026年10月期に係る

定時株主総会終結の時までであります。
6. 社外取締役の奥野素平氏は、金融業界及び不動産業界における幅広い経験と豊富な知識を有しており

ます。
7. 社外取締役の土井一真氏は、公認会計士として培った豊富な知識と経験を有しております。
8. 社外監査役の須田雅秋氏は、公認会計士として培った豊富な知識と経験を有しております。
9. 社外監査役の佐藤弘康氏は、弁護士としての高度な専門性と知識、及び上場企業での監査役の経験を

有しております。
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10. 2023年１月31日をもって、豊田雅章氏は社外取締役を辞任いたしました。
11. 当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。

(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、定款において、取締役（業務執行取締役等であるものを除く）及び監査役の責任限定
契約に関する規定を設けております。当該定款に基づき、当社は、取締役（業務執行取締役等で
あるものを除く）及び監査役の全員との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害
賠償責任の限度額は法令で定める最低責任限度額としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を、当社の取締役及び
監査役および管理職従業員を被保険者として保険会社との間で締結し、被保険者が当社の役員又
は従業員としての業務につき行った行為（不作為を含む）に起因して損害賠償請求がなされたこ
とにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等を当該保険契約により填補することとしてお
ります。保険料は全額当社が負担しております。なお、贈収賄等の犯罪行為や意図的に違法行為
を行った役員自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損な
われないように措置を講じております。

－ 14 －



区 分 報酬等の総額
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 対 象 と な る

役 員 の 員 数基 本 報 酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

65,914千円
（1,200）

65,914千円
（1,200）

－千円
（－）

－千円
（－）

７名
（２）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

7,200
（2,400）

7,200
（2,400）

－
（－）

－
（－）

３
（２）

合 計
（う ち 社 外 役 員）

73,114
（3,600）

73,114
（3,600）

－
（－）

－
（－）

10
（４）

(4) 取締役及び監査役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2023年１月30日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る
決定方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容につ
いて報酬諮問委員会へ諮問し、答申を受けております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決
定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、
報酬諮問委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うもので
あると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容の概要は次のとおりです。
　各取締役の報酬等の決定においては、業績の状況、経営環境等を勘案し、独立社外取締役、
独立社外監査役、代表取締役社長の３名からなる報酬諮問委員会で検討し作成した報酬案につ
いて、取締役会において妥当性について審議した上で、決定しております。

② 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 直近事業年度末日現在の人員は取締役８名、監査役３名であります。なお、2023年４月13日開催の
臨時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役１名については無報酬だったため、記載しており
ません。

２. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３. 取締役の金銭報酬の額は、2022年１月21日開催の第12回定時株主総会において年額90,000千円以

内と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）。当該株主総会終結時点の取
締役の員数は、７名（うち、社外取締役は２名）であります。

４. 監査役の金銭報酬の額は、2022年１月21日開催の第12回定時株主総会において年額10,000千円以
内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、１名であります。
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(5) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役奥野素平氏は、ヒューリック株式会社のシニアビジネス開発部長であります。ヒュー
リック株式会社は、当社株式を672千株所有する大株主であります。

・取締役土井一真氏は、クレジオ・パートナーズ株式会社の取締役及びaccord and go株式会
社の取締役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役須田雅秋氏は、須田公認会計士事務所の所長であります。当社と兼職先との間には特
別の関係はありません。

・監査役佐藤弘康氏は、法律事務所Comm&Pathのパートナー及びメドピア株式会社の社外監
査役、エール少額短期保険株式会社の社外取締役、株式会社Emprismの代表取締役でありま
す。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。
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出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 並 び に 社 外 役 員 に
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役 奥 野 素 平

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回に出席いたしました。
主にシニアビジネス開発の経験に基づき、取締役会では当該視点から積
極的に意見を述べており、意思決定の妥当性・適正性を確保するための
適切な役割を果たしております。

取締役 豊 田 雅 章

2023年１月30日退任以前、当事業年度に開催された取締役会４回のう
ち３回に出席いたしました。
主に医療介護に業種特化したプロジェクトの立ち上げ経験に基づき、取
締役会では当該視点から積極的に意見を述べており、意思決定の妥当
性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。また、報
酬諮問委員会の委員長として、就任以降に開催された委員会全てに出席
し、客観的・中立的立場で当社の役員報酬等の決定過程における監督機
能を担っております。

取締役 土 井 一 真

2023年２月１日就任以降、当事業年度に開催された取締役会12回の全
てに出席いたしました。
主に公認会計士の見地から、取締役会では当該視点から積極的に意見を
述べており、特に会計分野について専門的な立場から監督、助言等を行
うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果た
しております。

監査役 須 田 雅 秋

当事業年度に開催された取締役会17回の全てに、また、監査役会14回
の全てに出席いたしました。
公認会計士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。ま
た、監査役会において、当社の経理システム並びに内部監査について適
宜、必要な発言を行っております。

監査役 佐 藤 弘 康

当事業年度に開催された取締役会17回の全てに、また、監査役会14回の
全てに出席いたしました。
弁護士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。また、監
査役会において、当社のコンプライアンス体制等について適宜、必要な
発言を行っております。また、報酬諮問委員会の委員長として、就任以
降に開催された委員会全てに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員
報酬等の決定過程における監督機能を担っております。

② 当事業年度における主な活動状況
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 16,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 16,000千円

５. 会計監査人の状況
(1) 名称 仰星監査法人

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容
　当社は、仰星監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である、新規上
場に係るコンフォートレター作成業務についての対価を支払っております。

(4) 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

(5) 補償契約の内容の概要等
　該当事項はありません。

(6) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した
監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を
報告いたします。
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６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　取締役及び使用人は、社会倫理、法令、定款及び各種社内規程等を遵守するとともに、エ
コナビスタ行動指針に基づき誠実かつ公正な行動に努める。
　取締役会は、取締役会規程、組織規程等の職務の執行に関する社内規程を整備し、使用人
は定められた社内規程に従い業務を執行する。
　コンプライアンス規程に基づき、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会
を設置する。コンプライアンスの状況は定期的に開催されるコンプライアンス委員会を通じ
て、取締役、監査役及び各部長に対し報告を行う。各部長は、部固有のコンプライアンス上
の課題を認識し、法令遵守体制の整備及び推進に努める。
　内部監査規程に基づき、代表取締役社長の指示のもと、内部監査責任者が各部の業務執行
やコンプライアンスの状況等について定期的に監査を実施し、その評価を代表取締役社長に
報告する。
　内部通報制度を導入し、社内規則、法令違反行為及び企業倫理違反行為等の発生を未然に
防ぐとともに、それらの行為が発生した場合には、迅速に情報を把握し、その対処に努め
る。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る記録文書、稟議書、その他の重要な情報については、文書又は
電磁的媒体に記録し、文書管理規程、稟議規程等に基づき、適切に保存及び管理する。
　取締役及び監査役は、いつでもこれら保存された文書等を閲覧できる。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　取締役会は、当社に影響を及ぼす可能性のある、事業環境、事業内容、コンプライアン
ス、個人情報、サービス品質、セキュリティ及びシステムトラブル等の様々なリスクに対処
するため、リスク管理規程を整備するとともに、リスクを定期的に見直す。
　リスク管理規程に基づきリスク管理委員会を設置する。リスクの識別及びその対応策の策
定はリスク管理委員会が行い、取締役、監査役及び各部長に対して報告を行う。
　内部監査責任者は、適宜各部のリスク管理状況を監査し、その結果を代表取締役社長に報
告する。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　毎月１回の定時取締役会を開催し、また、必要に応じて臨時取締役会を開催する。取締役
会では、法令に定められた事項のほか、経営理念、経営方針、年次予算を含めた経営目標の
策定及び業務執行の監督等を行う。各部においては、その目標達成に向け具体策を立案・実
行する。
　各部の責任者は、代表取締役社長の指示の下、取締役会決議及び社内規程等に基づき自己
の職務を執行する。
　各部においては、組織規程に基づき権限の委譲を行い、責任の明確化を図ることで、業務
の迅速性及び効率性を確保する。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項及び使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する監査役の指示
の実効性の確保に関する事項
　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、補助を行う使用人を配
置する。
　監査役は、補助使用人の権限、補助使用人の属する組織、補助使用人の人事異動、人事評
価等に対する監査役の同意権に係る事項等の明確化を図ることにより、補助使用人の独立性
及び指示の実効性の確保に努める。

⑥ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制
　取締役及び使用人は、法令及び規程に定められた事項のほか、監査役から報告を求められ
た事項について速やかに監査役に報告する。
　監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会等の重
要な会議に出席し、必要に応じ稟議書等の重要な文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を
求めることができる。
　取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、業務又は業績に重大な影響を
与える事項、内部監査の実施状況、内部通報制度による通報状況及びその内容を報告する体
制を整備し、監査役の情報収集・交換が適切に行えるよう協力する。
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⑦ 監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
　　 確保するための体制

　法令違反行為等の内部通報をした社員に対し、内部通報をしたことを理由としていかなる
不利益をも課さないことを内部通報規程に明記し周知徹底する。

⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に
　　 ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役の職務の執行に協力し監査の実効性を担保するために、監査費用のための予算を確
保する。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、内部監査責任者と連携を図り情報交換を行い、必要に応じて内部監査に立ち会
うものとする。
　監査役は、法律上の判断を必要とする場合は、随時顧問法律事務所等に専門的な立場から
の助言を受け、会計監査業務については、会計監査人に意見を求めるなど必要な連携を図
る。

⑩ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方・措置
　反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、反社会的勢力との一切の関係を遮断、
排除するとともに、不当な要求を断固として拒否するものとすることを基本方針とし、これ
を各種社内規程等に明文化する。また、取引先がこれらと関わる個人、企業、団体等である
ことが判明した場合には取引を解消する。
　管理部を反社会的勢力に係る対応についての所管部署と位置付け、情報の一元管理・蓄積
等を行う。また、役員及び使用人が基本方針を遵守するよう教育体制を構築するとともに、
反社会的勢力による被害を防止するための対応方法等を整備し周知を図る。
　反社会的勢力による不当要求が発生した場合には、警察、暴力追放運動推進センター、顧
問弁護士等の外部専門機関の協力を要請し、有事の際の協力体制を構築する。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制として、取締役会を開催し、取締役の職務執行の適法性及び
妥当性を確保しております。また、取締役の職務執行の適正性及び効率性を高めるために、監査
役監査を実施し、監査結果を監査役会において協議して、適宜取締役への助言、提言を行ってお
ります。
　また、リスク管理委員会・コンプライアンス委員会を四半期ごとに開催を予定しており、全社
的なリスクを把握、管理して、リスクの発生の防止及びリスクが発生した場合の損失の最小化に
努めております。
　業務の統制については、当社の組織及び事業の状況を踏まえ、法令に準拠して、規程類の制定
及び改廃、並びに管理システムによる運用を行っております。
　これらのコンプライアンスや管理体制の遵守につき、全部門を対象に内部監査及び監査役監査
を実施し、業務の適法性、合理性及び効率性の担保に努めております。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
リ ー ス 投 資 資 産
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
仕 掛 品
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 附 属 設 備
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定
商 標 権

投 資 そ の 他 の 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他　

2,918,713
2,544,507
35,482
10,462
196,402
106,357
18,264
7,240

148,116
23,220
16,238
4,345
1,636
26,643
△25,641

84,181
33,410
50,764

8
40,715
9,113
31,602　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 183,345
買 掛 金 15,795
未 払 金 15,608
未 払 費 用 8,064
未 払 法 人 税 等 74,032
契 約 負 債 25,502
製 品 保 証 引 当 金 49
そ の 他 44,294

固 定 負 債 －
負 債 合 計 183,345

（純　資　産　の　部）
株 主 資 本 2,883,484

資 本 金 1,213,882
資 本 剰 余 金 1,193,782
資 本 準 備 金 1,193,782

利 益 剰 余 金 475,821
そ の 他 利 益 剰 余 金 475,821
繰 越 利 益 剰 余 金 475,821

純 資 産 合 計 2,883,484
資 産 合 計 3,066,829 負 債 純 資 産 合 計 3,066,829

貸　借　対　照　表
（2023年10月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を四捨五入して表示しております。
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(2022年11月 1 日から
2023年10月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 1,086,242
売 上 原 価 363,279
売 上 総 利 益 722,963
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 337,777
営 業 利 益 385,186
営 業 外 収 益

受 取 賃 料 472
受 取 利 息 9
受 取 技 術 料 225
そ の 他 419 1,126

営 業 外 費 用
上 場 関 連 費 用 13,793
雑 損 失 18 13,811

経 常 利 益 372,501
税 引 前 当 期 純 利 益 372,501
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 103,674
法 人 税 等 調 整 額 △4,294 99,380
当 期 純 利 益 273,121

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を四捨五入して表示しております。
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指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 神 山 俊 一
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 三 木 崇 央

独立監査人の監査報告書
2023年12月20日

エコナビスタ株式会社
取締役会　御中

仰星監査法人
東京事務所

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、エコナビスタ株式会社の

2022年11月１日から2023年10月31日までの第14期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

会計監査報告
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以上
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監査報告書
当監査役会は、2022年11月1日から2023年10月31日までの第14期事業年度における取締役
の職務の執行に関して、審議した結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１） 　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２） 　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監
査部門、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努
めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
① 　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制、その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する
取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的
に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同
号ロの各取組み並びに会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号
ロの判断及び理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、
その内容について検討を加えました。

④ 　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事
項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について
検討いたしました。

２.　監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示
しているものと認めます。

② 　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大
な事実は認められません。

③ 　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行
についても、指摘すべき事項は認められません。

④ 　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在
り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告
に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針
に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社
の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常勤監査役 細 川 　 学 ㊞
社外監査役 須 田 雅 秋 ㊞
社外監査役 佐 藤 弘 康 ㊞

2023年12月20日
エコナビスタ株式会社　監査役会

　
以上
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（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

※
き
木

 

　
ど
戸

 

　
おか
岡

 

　
 

　
だい
大

 

　
すけ
輔

(1973年11月２日)

1997年１月 株式会社ベンチャー・リンク入社
2004年11月 株式会社ASUMO　代表取締役就任
2013年12月 株式会社スーパーナース入社
2017年４月 株式会社アズパートナーズ入社
2020年10月 当社入社　経営企画室　室長
2022年４月 当社　カスタマーサクセス部長(現任)

－

【取締役候補者とした理由】
　木戸岡大輔氏は、カスタマーサクセス分野における豊富な経験に基づき、カスタマーサクセス分野
の責任者として当社のカスタマーサクセス部を牽引するとともに、当社の成長及び事業拡大に貢献し
ていることから、取締役候補者といたしました。

株主総会参考書類

議案 取締役１名選任の件
　経営体制の強化を図るため１名を増員し、取締役１名の選任をお願いするものであります。なお、
新たに選任されます取締役の任期は、当社定款の定めにより、他の在任取締役の任期の満了する時までと
なります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. ※印は、新任の取締役候補者であります。
２. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して

おり、被保険者である当社の取締役等が、当社の役員又は従業員としての業務につき行った行為に起
因して発生し負担することとなる損害賠償金や争訟費用等を、当該保険契約によって填補することと
しております。候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。ま
た、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

以上
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株主総会会場ご案内図
会場：東京都千代田区紀尾井町４番１号　電話　03－3265－1111

ホテルニューオータニ　ザ・メイン　16階　LAPIS　L

弁慶濠

迎賓館

紀尾井ホール

上智大学

聖イグナチオ教会
弘済会館

紀尾井町ビル

清水谷公園

赤坂エクセル
 ホテル東急

東京メトロ丸ノ内線
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中央
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線

麹町口

赤坂口

１番口

ホテル ニューオータニ ザ･メイン

麹町駅

永田町駅

赤坂見附駅

四ツ谷駅

JR四ツ谷駅

２番口

７番口

D紀尾井町口

ガーデンコート

会場（アーケード階）までの経路

宴会場階玄関

四ツ谷駅・麹町駅

赤坂見附駅・永田町駅

ザ・メイン「宴会場階／フロント」からお越しの方は、宴会場階
玄関から入り、エレベーターで16階へお上がりください。

ガーデンコート１階からお越しの方は、エレベーターで
５階「宴会場階」へお上がりいただいた後、ザ・メインへお
進みいただき、その後エレベーターで16階へお上がりく
ださい。

宴会場階

ザ・メイン

ガーデンタワー

クローク
エレベーター

「ザ・メイン」へ200m
道なりにお進みください

エレベーターで
16階宴会場へ

エレベーターで
「５階 宴会場階」へ

ガーデンコート１階

エレベーター
玄関

※当日ご来場の際は、ザ・メイン入口をご利用ください。
また、当日は会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想されますので、お車でのご来場はご遠慮ください。

交通：ＪＲ中央線・総武線　東京メトロ南北線「四ツ谷駅」麹町口・赤坂口・１番口より徒歩８分
東京メトロ有楽町線「麹町駅」２番口より徒歩９分
東京メトロ丸ノ内線・銀座線「赤坂見附駅」Ｄ紀尾井町口より徒歩10分
東京メトロ半蔵門線・南北線・有楽町線「永田町駅」７番口より徒歩10分


